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鳥
取
市
定
員
適
正
化
計
画
（
平

成
17
年
12
月
制
定
）
に
基
づ

き
、
平
成
18
年
４
月
１
日
現
在

１
５
１
４
人
で
あ
っ
た
職
員
数
を

平
成
22
年
度
ま
で
の
今
後
４
年
間

で
74
人
削
減
す
る
こ
と
と
し
、
さ

ら
に
平
成
27
年
度
ま
で
に
は
、
合

併
時
の
約
20
㌫
に
あ
た
る
職
員
の

削
減
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
土
・
日
・
祝
日
に

勤
務
が
必
要
な
場
合
は
勤
務
日
の

振
り
替
え
や
代
休
の
取
得
、ま
た
、

業
務
の
効
率
化
を
図
る
こ
と
な
ど

に
よ
っ
て
時
間
外
勤
務
手
当
の
削

減
な
ど
も
行
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
職
員
数
の
削
減
な
ど
に
よ

る
効
果
は
、
平
成
22
年
度
ま
で
に

約
15
億
円
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
に

給
与
構
造
改
革
の
効
果
を
加
え
ま

す
と
、
約
28
億
円
の
人
件
費
が
削

減
さ
れ
る
見
込
み
で
す
。

　

本
市
職
員
の
「
給
与
」
に
は
、

基
本
給
で
あ
る
「
給
料
」
と
、
扶

養
・
住
居
・
通
勤
手
当
な
ど
の
「
諸

手
当
」
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
は
、
地
方
公
務
員
法
の

規
定
に
基
づ
き
、
国
の
人
事
院
勧

告
お
よ
び
県
人
事
委
員
会
の
勧
告

な
ど
を
参
考
に
、
市
議
会
の
審
議

を
経
て
条
例
で
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

　　

本
市
で
は
、
国
家
公
務
員
に
準

じ
て
、
平
成
18
年
４
月
か
ら
平
均

４
・
８
％
の
給
与
水
準
の
引
き
下

げ
や
給
料
表
の
枠
を
超
え
る
昇
給

制
度
の
廃
止
な
ど
の
給
与
構
造
改

革
を
行
い
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
昇
任
を
と
も
な
わ
な

い
昇
格
が
な
さ
れ
る
年
功
序
列
的

な
給
与
体
系
、
い
わ
ゆ
る
「
わ
た

り
」
を
廃
止
し
、
役
職
に
基
づ
く

適
正
な
給
与
の
支
給
と
な
る
よ
う

改
正
し
ま
し
た
。

人
件
費
削
減
の
取
り
組
み

市
職
員
の
給
与
な
ど
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

市
職
員
の
給
与
な
ど
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

給
与
構
造
改
革
の
取
り
組
み

区　　　分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年

一般行政職
大 学 卒 268,694 円 332,188 円 391,500 円

高 校 卒 232,656 円 282,547 円 328,070 円

区　分
職員数 給　　　　与　　　　費 １人当たり

給与費
(Ｂ)／ (Ａ)(Ａ) 給　料 職員手当 期末勤勉

手　　当 計  (Ｂ)

18 年度
当 初

人 　　　千円 　　千円 　　　千円 　　　千円 千円

1,390 5,637,319 725,927 2,294,003 8,657,249 6,228

区　　　分 初 任 給

一般行政職
大 学 卒 170,200 円

高 校 卒 138,400 円

区　分 平均給料
月 額

平　均
年　齢

一般行政職 349,568 円
42歳
4カ月

　平成 18年度普通会計当初予算人件費のうち、職員の給与費とその内訳です。

　初任給は、国と同額です。
（平成18年 4月 1日現在） （平成18年 4月 1日現在）

（平成18年 4月 1日現在）

１.職員給与（平成18年度普通会計予算）１.職員給与（平成18年度普通会計予算）

２.職員の初任給２.職員の初任給 ３.職員の平均給料月額３.職員の平均給料月額
４.および平均年齢および平均年齢

４.職員の経験年数別・学歴別平均給料月額４.職員の経験年数別・学歴別平均給料月額


